
「⽣活者としての外国⼈」のための特定のニーズに
対応した⽇本語教育事業
現状・課題

18百万円令和7年度予算額
）24百万円（前年度予算額

⽂化庁が実施した都道府県・政令指定都市に対する調査結果(※)によれば、多数の団体から「⼦育て・教
育」「就労」等のライフステージによる、「特定の課題に対する学習ニーズ」（以下「特定のニーズ」という。）が指
摘されている。また、有識者からも、障害や識字、⽂化的背景等に伴う学習上の困難により、合理的配慮や個
別対応等が必要な外国⼈に対する⽇本語教育の在り⽅を検討する必要性が⽰唆されている。⼀⽅、「特定の
ニーズ」に対応するためのノウハウ不⾜を課題とする⾃治体が多数あり、こうした専⾨性が必要となるニーズへの対
応が困難な状況にある。このため、⾏政区域を越えて広域で共通する「特定のニーズ」に対応した⽇本語教育プ
ログラム及びその実施体制を実践的に検討・開発し、普及することが必要である。
※「令和５年度各地域における⽇本語教育に関する取組について（回答⼀覧）」（令和５年度都道府県・政令指定都市⽇本語教育担当者会議）

事業内容

アウトプット（活動⽬標） 短期アウトカム（成果⽬標） 中期アウトカム（成果⽬標） ⻑期アウトカム（成果⽬標）

・「⽣活者としての外国⼈」に対する「特定
のニーズ」に応じた先進的な⽇本語教育
の在り⽅の検討
・取組の成果の発信や普及及び地域住
⺠の⽇本語教育への理解の促進

「⽣活者としての外国⼈」が⽇本語を
⽤いて、健康かつ安全に⽣活を送ること
ができるようになるとともに、相互理解を
図り、社会の⼀員として⽣活を送ること
ができるようになる。

「⽣活者としての外国⼈」が⽇本
語で意思疎通を図り⽣活できるよ
うになることで、地域住⺠・外国⼈
住⺠双⽅における多⽂化共⽣社
会の創⽣に寄与する。

NPO法⼈、公益法⼈、⼤学等が⾏う地域⽇本語教育における、広域で共通する「特定の
ニーズ」に対応した先進的な取組の創出。

▼ 各団体の特徴や⻑所を⽣かした創意ある取組を普及
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＜事業イメージ＞
▼ 想定される取組例

●障害を有する外国⼈に対する⽇本語教育
の取組
障害特性を考慮したカリキュラムデザインや障害
特性の理解を促すための研修を通じた、障害を
有する外国⼈に対する⽇本語学習環境を整備
する取組

◆ 地域⽇本語教育実践プログラム 件数︓６件

「⽣活者としての外国⼈」が⾃⽴し
た⾔語使⽤者として⽣活を送るこ
とで、地域社会への参画を容易に
し、社会包摂推進の⼀助となる。

「特定のニーズ」に対応した外国⼈等の効果的な⽇本語習得、及び他の地
域や団体が実施する⽇本語教育にも応⽤して活⽤できる先進的な取組を
創出し、普及を図る。

（出典）出⼊国在留管理庁「地⽅公共団体における
共⽣施策の取組状況等に関する調査」
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地域の⽇本語教育に関する課題

●特定の課題を抱える外国⼈に対する⽇本語
教育の取組
⽂化や宗教上の理由により、外出等が制限さ
れ、学習機会へのアクセスが困難な外国⼈に対し
て、社会参加を促すカリキュラムデザインや⽇本語
学習に対する周囲の理解を推進する取組

（担当︓総合教育政策局⽇本語教育課）


